
  

 

平成 30 年１月 19 日 

海 事 局 船 舶 産 業 課 

産業競争力強化法に基づく「事業再編計画」の認定について 

（三菱重工業グループ商船事業） 

 

国土交通省は、三菱重工業㈱、三菱造船㈱及び三菱重工海洋鉄構㈱から申請のあっ

た産業競争力強化法に基づく「事業再編計画」について、平成３０年１月１６日付け

で認定を行いました。今回の認定により、申請者は登録免許税の軽減措置を受けるこ

とが可能となります。 

 

 三菱重工業グループの事業再編計画では、グループ全体での商船事業の分社化・事業

体制の見直しを図り、 

・三菱造船株式会社へのグループのエンジニアリングリソース、他企業とのアライア

ンス機能の集約化、下関地区事業の分割合併 

・三菱重工海洋鉄構株式会社への高需要が見込めるガス運搬船、船体ブロック、大型

鉄構構造物の製造機能の集約化 

等により、グループの商船事業の生産性の向上をより一層図り、企業価値の更なる向上

を目指すこととしています。 

今回の認定により、申請者は不動産所有権移転等の登記に係る登録免許税の軽減措置

を受けることが可能となります。 

 

１．【事業再編計画の実施時期】 

開始時期 平成３０年１月 ～ 終了時期 平成３１年３月 

 

２．【申請者の概要】 

名   称：三菱重工業株式会社  

資 本 金：2,656 億円 

代 表 者：宮永 俊一 

本所所在地：東京都港区港南２丁目１６番５号  

名   称：三菱造船株式会社 

資 本 金：30 億円 

代 表 者：大倉 浩治 

本所所在地：神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目３番１号  

名   称：三菱重工海洋鉄構株式会社 

資 本 金：3 億円 

代 表 者：椎葉 邦男 

本所所在地：長崎県長崎市香焼町１８０番地 三菱重工業（株）長崎造船所 

香焼工場構内 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 海事局船舶産業課（代表：03-5253-8111） 

井田、小川（内線 43-602、43-643） 

直通:03-5253-8634 FAX: 03-5253-1644 

 


